
気候変動対策
取り組みの背景・考え方
Daigasグループは、気候変動対応は経営の重要課題の一つであり、CO2排出削減の取り組みは極めて重要な使命と考えています。2021年1月には「カーボンニュートラルビジョン」の策定・公表を行い、2050年に
向けカーボンニュートラルに挑戦する姿勢を示しました。世界的な気候変動対応の潮流を踏まえ、カーボンニュートラル社会の実現に貢献するため、自社やお客さま、お客さまのバリューチェーンでのCO2排出を
削減し、2050年のカーボンニュートラルの実現を目指しています。

エネルギー供給に関する課題とDaigasグループの方針
エネルギー供給はS+3E   を基本的な考え方としており、低・脱炭素化へのトランジションに向けて、3つのEのバランスが重要です。
ただし環境に優しいエネルギーに切り替えると、現時点ではコスト増加を招いたり、サプライチェーンが確立されていないなかでは供給安定
性が低下するなど、こうした関係を「3Eのトリレンマ」と呼んでおり、Daigasグループはこの3つのEを同時に満たすことに挑戦していきます。
特に、日本は資源に恵まれず、エネルギー自給率は12.6％と低いため、海外からのエネルギー輸入に依存しています。これにより、国際情勢や
世界のエネルギー政策の変化にも注視する必要があります。
こうした背景を踏まえ、当社グループは、安全性を大前提に、供給安定性を最も重要視しつつ、環境性・経済性の様々な選択肢をお客さまに
ご提案することを基本方針としています。

※1

Daigasグループエネルギートランジション2050
Daigasグループは、これまで「カーボンニュートラルビジョン（2021年1月）」の公表を通じて2050年のカーボンニュートラル（以下、CN)実現への挑戦を表明し、「エネルギートランジション2030（2023年3
月）」では、2030年までのエネルギートランジションに向けた考え方や具体的な方策を示してきました。
その後、活動を深化させるなか、ロシアによるウクライナ侵攻等の国際的な地政学リスクが高まっており、エネルギーのCN化と安定供給の両立が一層求められるようなっている状況も踏まえ、2050年のCN
実現に向けたエネルギートランジションのロードマップをより明確にした「エネルギートランジション2050（ET2050）」を2025年2月に策定しました。

「ET2050」では、「CN実現に向けた全体像」「エネルギー供給の低・脱炭素化に向けた取り組み」「お客さまへお届けするソリューション」をまとめており、当社グループの考え方や取り組み、お客さまとの共創に
ついて示しています。

▶︎ カーボンニュートラルビジョン（2021年1月公表） ▶︎ エネルギートランジション2030（2023年3月公表） ▶︎ エネルギートランジション2050（2025年2月公表）

■ 国の方針
日本のエネルギー政策では、S＋3Eの達成が重要と考
えられています。2025年2月に閣議決定された第7
次エネルギー基本計画では、2040年に向けた新たな
政策の方向性が示され、国の基本方針であるS＋3E 
にバランスのとれた天然ガスを重視することや、安全
を前提としたエネルギーの安定供給を最優先する方
針が示されました。

経済性  
安定性  

環境性  
安定性  

経済性  
環境性  

環境性

経済性

安定性

エネルギー供給に関する 3Eのトリレンマ

Daigasグループは3つのEを同時に満たすことに挑戦
（CNエネルギーは高コスト）
（CNエネルギー生産は特定地域に偏在）

（従来エネルギーは低コスト・CO2排出量多）
（従来エネルギーの方が安定的に供給）

（多重化・分散化によるコスト上昇）
（再生可能エネルギーは天候により変動）

※1：S+3E＝安全性(Safety)、安定供給(Energy Security) 、経済効率性（Economic Efficiency） 、環境性(Environment)　※2：2022年度 エネルギー需給実績（確報）

…

エネルギー供給で考慮すべきリスク
●  国際情勢リスク（国際紛争）
●  地政学リスク（エネルギーの低自給率）
●  自然災害リスク（地震・台風）
●  パンデミックリスク（COVID-19）
●  規制リスク（カーボンプライス）
●  為替リスク（円安）

日本のエネルギー自給率は12.6%※2
→海外からのエネルギー輸入に依存

Environment
環境性

Economic
Efficiency
経済性

Energy
Security
安定性(供給)

Safety
安全性

低・脱炭素化への
トランジション

エネルギー供給の基本的な考え方
S＋3E
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https://www.osakagas.co.jp/company/press/pr2021/__icsFiles/afieldfile/2021/01/25/210125_3_1.pdf
https://www.osakagas.co.jp/company/press/pr2023/__icsFiles/afieldfile/2023/03/30/230309_4_1_1.pdf
https://www.daigasgroup.com/files/data/sustainability/reportpolicy/sustainability_report/energy_transition.pdf


低・脱炭素化ロードマップ

現段階ではCNなエネルギーは割高であることから、社会コストを最小化するためには、段階的にトランジションを進める必要があると考えています。
2030年までは省エネや既存技術を活用した低炭素社会へのトランジション、2030年からはCNエネルギー導入による脱炭素社会へのトランジションを進め、 2040年から革新技術によるCNエネルギーの普
及を拡大・加速して、エネルギートランジションを牽引していきます。総合エネルギー企業としてS+3Eを踏まえた最適なソリューションをご提案し、ステークホルダーの皆さまとともにCN社会の実現を目指します。

カーボンニュートラルビジョン（2021年1月公表）
エネルギートランジション2030（2023年3月公表）

エネルギートランジション2050（2025年2月公表）

カーボン
ニュートラル
社会の
実現

2020 2030 2040 2050

低炭素社会へのトランジション期
（天然ガス高度利用・省エネ）

脱炭素社会へのトランジション期
（CNエネルギーの初期導入＋政策支援）

CNエネルギーの普及拡大・加速期
（革新技術の社会実装）

熱エネルギー
カーボン
ニュートラル化

電気エネルギー
カーボン
ニュートラル化

ネガティブ
エミッションの
取り組み

※1  VPP＝Virtual Power Plantの略称で、情報通信技術等により、アグリゲーターと呼ばれる事業者が分散電源等を統合的に制御することで、あたかも1つの発電設備のように機能する仮想発電所のこと
※2  CCS＝二酸化炭素の回収・貯留(Carbon dioxide Capture and Storage)   
※3  H-to-A産業＝CO2排出削減が困難な産業(Hard to Abate）

天然ガス高度利用 e-メタン・バイオメタンへの移行 e-メタン・バイオメタン導入加速

天然ガス転換石炭・石油
(熱源・船舶燃料等) e-メタン・バイオメタンへの移行 e-メタン・バイオメタン導入加速

e-メタン
本格導入開始 革新技術導入

SOECメタネーション

新規利用（水素・アンモニア利用 発電所近傍等）

アンモニア・バイオマス利用等を検討

水素・アンモニア利用を検討

再生可能エネルギー電源開発（太陽光 ・ 陸上風力 ・ 洋上風力 ・ バイオマス）/蓄電池の活用 さらなる普及拡大

電力の高度利用（VPP※1実証・需給マネジメントシステムの高度化）

天然ガス火力発電

VPP実装・需給マネジメント確立

火力電源ゼロ・エミッション化

e-メタン・バイオメタンへの移行／水素やCCS利活用等の活用

森林吸収プロジェクトへの出資・参画／カーボン・オフセット都市ガスの利用

CCS※2（H-to-A産業※3を中心としたCO2排出者からのCO2を回収／将来は大気中のCO2を回収）

石炭（臨海部）
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CO2削減ロードマップ

Daigasグループは、2050年のCN社会の実現に向けたCO2削減ロードマップを策定しました。
現在、エネルギーの安全保障が重要視されるなか、国の2040年に向けたエネルギーの需給見通しには、リスクケースも含め多様なシナリオが必要とされています。当社グループとしても、国が想定している
シナリオを含む複数の2040年のシナリオを検討しました。そのなかで、最大限にCNが進展した「革新技術拡大シナリオ」に基づく想定値を以下に示しています。これはあくまで一つのシナリオであり、2030年
頃までにその実現可能性を見極め、国際情勢や制度の動向に注目しながらシナリオの見直しを行っていく方針です。

 

 

 

事業環境変化に柔軟に対応

複数シナリオ

3,200 天然ガス ⇔ e-メタン
シームレスな移行が可能

（事業環境に応じた選択の柔軟性）

C
B
A

C
B
A

※1 日本の第7次エネルギー基本計画で示されているエネルギー需給見通しのシナリオ　　
※2 DACCS＝二酸化炭素の分離・回収するDAC技術と地中に貯留するCCS技術を組み合わせた技術 (Direct Air Carbon Capture and Storage) 

今後の国際情勢、制度支援等の外部要因に大きく影響を受けることから、事業環境変化に応じてシナリオを見直す可能性がある

エネルギー
トランジション
シナリオ

社会全体への
CO2排出
削減貢献量

国内
サプライチェーン
CO2排出量
（Scope 1・2・3）

[万トン/年]

Scope 3

Scope1+2
2017年

燃料転換
LNGバンカリング普及2030年目標

● CO2排出削減量: ▲500万トン
● CO2排出削減貢献量: ▲1,000万トン
● 再エネ普及貢献量: 500万kW
● 国内電力事業の再エネ比率: 50%程度
● e-メタンの導入: 1%
● 自社オフィスビル/社用車のCO2排出ネット・ゼロ化

省エネ推進
e-メタン導入

高効率天然ガス
火力発電導入

e-メタン普及等
SOECメタネーションによる
e-メタン普及拡大・加速

DACCS※2
普及拡大等

火力発電
ゼロ・エミッション化

2050年2040年2020年 2030年

▲60
複数シナリオ

さらなる燃料転換・
CCS導入等

CCS普及拡大等

2030年以降は複数のシナリオ想定

シナリオA

シナリオB

シナリオC

革新技術拡大シナリオ※1

技術進展シナリオ※1

低炭素化推進シナリオ

シナリオAにおける2040年想定

（e-メタン・バイオメタン・カーボンクレジット等
多様な選択肢を組み合わせて取り組む）

● CO2排出削減量 : ▲1,000万トン
● CO2排出削減貢献量 : ▲1,500万トン
● 再エネ普及貢献量 : 1,000万kW
● ガスCN化率 : 40%

石炭・石油等から天然ガスへの転換
省エネ技術(コージェネレーション等)の導入
再生可能エネルギーの拡大

CN達成

▲1,000 最大
▲1,500

500▲ 最大
▲1,000

CN達成

脱炭素社会へのトランジション期 CNエネルギーの普及拡大・加速期低炭素社会へのトランジション期
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社会全体へのCO2削減貢献についての考え方
熱エネルギーのカーボンニュートラル化に向けて、確実な低炭素化につながる石炭や石油からの天然ガスへの燃料転換はトランジション期に有効な手段です。例えば、石炭から天然ガスに切り替えるだけで、
同一熱量あたりのCO2排出量は約45%削減することができるので、Daigasグループでは、この天然ガスへの燃料転換により、お客さまとともに地域の大幅な低炭素化を実現し、社会全体のCO2排出量を
削減していくことを目指しています。
一方、社会全体のCO2排出量は大きく減少するなかで、この燃料転換では、天然ガスの利用が拡大し、当社グループのサプライチェーン全体のCO2排出量は増加するように見えます。この社会全体のCO2

削減は、“CO2排出削減貢献量”という指標で示すことができます。この、“CO2排出削減貢献量”は、⾃社の製品・サービスによって他者のCO2排出量削減にいかに貢献したかを定量化したものであり、当社
グループとしても、重要な指標として積極的に推進していきます。

■ CO2排出削減貢献量の概念図

社会全体の
CO2排出削減を示す指標

“CO2排出削減貢献量”

お客さまの
CO2排出量は減少

Daigasグループの
CO2排出量は増加
(天然ガスの販売増加)

CO2 CO2

Daigas
グループ
CO2
排出量

Daigas
グループ
CO2
排出量

社
会
全
体
の
排
出
量

燃料転換 前 燃料転換 後

⃝�燃料転換によって、お客さま先とともに
地域の⼤幅な低炭素化を実現

　→ 社会全体のCO2排出量を削減

⃝�⼀⽅、お客さまの天然ガス利⽤により、
DaigasグループのCO2排出量は増加

Daigasグループによる燃料転換(石炭→天然ガス)事例

燃料転換の提案

Daigasグループ
工場

CO2排出削減貢献量 天然ガスへの転換で▲45%

自社の製品・サービスによって他者のCO2排出量削減に、
いかに貢献したかを定量化したもの

他者への貢献による
社会全体のCO2排出量削減効果を示す指標

「温室効果ガス排出削減貢献定量化ガイドライン」
（経済産業省2018年３月発行）に基づき算定

▲45%

天然ガス
55

石炭
100

※「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令」（経済産業省・環境省）に基づき作成

■ 「CO2排出削減貢献量」とは■ 同一熱量あたりのCO2排出量※

CO2排出削減貢献量という指標を活用
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DaigasグループCO2排出削減貢献量
Daigasグループは、お客さま先や自社事業活動において、国内外で様々な低・脱炭素化システムの
導入に取り組んでおり、社会全体のCO2排出削減に貢献するシステムを対象にCO2排出削減貢献
量を算定しています。
当社グループがお客さま先や自社事業活動で、2017年度以降に導入した下記システムによる、
2024年度の1年間にCO2排出を削減する効果（2024年度実績）を算定した結果、629万トンの
削減に貢献しました。
なお、実績値については、「温室効果ガス削減貢献定量化ガイドライン」（経済産業省 2018年3月
発行）に基づき、以下の表内に示す算定方法、ベースラインの考え方を前提とし、ストックベース法
で算定しています。算定結果については、ビューローベリタスジャパン（株）による第三者レビューを
受けています。

■ CO2排出削減貢献量実績

■ 算定方法

低・脱炭素化システム 削減効果の算定方法 ベースラインの 
考え方

自社の 
事業活動
での削減

�再生可能エネルギー電源

発電または
調達量 × 火力平均の	

電力排出係数※ 火力発電を代替

高効率な火力発電

発電量× 既存火力との
CO2排出係数差

既存火力の	
排出係数との比較

都市ガス製造工程での	
冷熱発電設備 発電量× 火力平均の	

電力排出係数 火力発電を代替

太陽光発電所風力発電所

バイオマス発電所　等

高効率火力発電所

低・脱炭素化システム 削減効果の算定方法 ベースラインの 
考え方

お客さま先 
での削減

�高効率な分散型システム
家庭用燃料電池 ：
導入台数×1台あたり削減量 従来型	

給湯器（ボイラ）と	
購入電力からの代替コージェネレーション ：

導入容量×容量当たり削減量

天然ガスの普及拡大・高度利用
燃料転換 ：
開発量×CO2排出係数差

他燃料での	
排出量との比較

ガス空調 ：
販売容量×容量あたり削減量 従来型空調機を代替

高効率給湯器 ：
導入台数×1台あたり削減量 従来型給湯器を代替

省エネ提案	
（太陽光発電設備、照明のLED化）

発電または	
節電量 × 火力平均の	

電力排出係数※ 火力発電を代替

※ �地球温暖化対策計画（2025年）における	
火力平均の電力排出係数：0.65kg-CO2/kWh（2013年度）を用いて算定

コージェネレーション家庭用燃料電池

燃料転換 高効率給湯器

ガス空調

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030年度目標2023 2024（年度）

386万トン

629万トン
1,000万トン

61万トン
106万トン

165万トン
228万トン

336万トン

501万トン
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グループCO2排出量（Daigasグループバリューチェーンの環境負荷）： 
実質ゼロへ向けた取り組み
Daigasグループ事業全体のバリューチェーンを対象に、温室効果ガス（GHG）排出量を算定しました。算定は、国際標準であるGHG
プロトコルのガイダンスに基づいて実施し、その方法および結果については、第三者機関により信頼性、正確性に関する検証を受けて
います。
2024年度のGHG排出量総計は約2,442万t-CO2e※となり、当社グループの自らの事業活動に伴う排出量（スコープ1、スコープ2）
は約477万t-CO2eで全体の約20％、グループ事業のバリューチェーンにおける他者での排出量（スコープ3）は約1,965万t-CO2eで
全体の約80％となりました。全体の約61%（1,485万t-CO2e）が都市ガス・LNGの燃焼に起因するお客さま先での排出です。
一方、全体の約17%（408万t-CO2e）が、発電事業による排出で、自らの事業活動における排出量の大半を占めるため、最新鋭の高
効率発電設備や再生可能エネルギー電源の導入による排出削減に今後も取り組んでいきます。
また、原材料や燃料の調達による排出が約19%（469万t-CO2e）であり、そのうち、LNG等のエネルギーの調達によるものが8割を
占めており、サプライヤーと連携した取り組みや輸送船の燃費向上等に引き続き努めます。
※国内サプライチェーン（スコープ1・2・3）のCO2排出量は2,344万トン

自らの事業活動でのCO2排出削減：エネルギー消費管理と運用効率の向上
Daigasグループは、省エネ法の枠組みのなかで、その対象企業においてエネルギー節約のための目標と行動計画を持ち、全体的なエネルギー効率にとって重要なエネルギーフローを定期的に監視していま
す。当該企業においては毎年エネルギー消費量を見直し、エネルギー目標と行動計画に対する進捗状況を評価します。 エネルギー消費量削減に向けた取り組みとしては、従業員やサプライヤーへのエネルギー
管理に関する研修の実施や、エネルギー消費を管理する最新技術や省エネのためのシステム導入を推進しています。 
また、当社グループでは、オフィスや社用車の低炭素化、都市ガス製造所での冷熱発電などにより、当社グループにおけるCO2排出削減に取り組んでいます。また、2024年度は、材料事業でもインド活性炭工
場で排熱を利用した発電設備を導入することでCO2排出量を抑制する取り組みを進めました。

自らの事業活動でのCO2排出削減：再生可能エネルギー電源開発推進
Daigasグループでは、2030年度に再生可能エネルギー

（以下、再エネ）電源比率50%程度、再エネ普及貢献量500
万kWを掲げ、風力や太陽光、バイオマスなどの再エネ事業に
取り組んでいます。
2024年度の再エネ電源比率は30.4％、再エネ電源の普及貢
献量は370万kWとなりました。
2024年10月に日向バイオマス発電所、11月に愛知田原バイ
オマス発電所が商業運転を開始しました。また、2024年7月に
は浮体式洋上風力発電の大規模な商用化実現に向け、複数
の発電事業者等が技術開発に取り組んでいる浮体式洋上風力技術研究組合「FLOWRA」に加入し、さらに2024年11月には全時間帯でのカーボンフリー電力供給の普及を目指す国際イニシアティブである

「24/7 Carbon Free Energy Compact」に加盟しており、今後もさらなる普及貢献を進めていきます。

■ 再エネ普及貢献量※1（2024年度）
2024年3月末

実績
2025年3月末

実績
2030年度
目標

317万kW 370万kW

2021年3月末
実績

105万kW 500万kW

国内
328万kW
（内、調達 161万kW）

海外
42万kW

370万kW※2

前中期目標を達成
※1 固定価格買取（FIT）制度の適用電源を含む 
※2 意思決定済/建設中の電源を含む

■ 再エネ普及貢献量目標と実績
2024年3月末

実績
2025年3月末

実績
2030年度
目標

317万kW 370万kW

2021年3月末
実績

105万kW 500万kW

国内
328万kW
（内、調達 161万kW）

海外
42万kW

370万kW※2

前中期目標を達成

■ �バリューチェーンにおけるGHG排出量（2024年度実績） 
詳細データは P.033をご覧ください

調達
469万t-CO2e

1,965万t-CO2e

1,485万t-CO2e

事業
活動

お客さま先

スコープ3

LNGの燃焼

都市ガスの燃焼

GHG排出量

2,442万t-CO2e

LPG・石炭・バイオマス

その他購入製品

ガス製造・供給・事務所

発電

熱供給

LBS事業その他

販売・廃棄等（他者の活動）

LNG・天然ガス

477万t-CO2e477万t-CO2e

スコープ
1・2

スコープ
1・2

算定対象：�大阪ガス（1社）と、連結子会社（163社）のうちデータ把握が困難かつ環境負荷の小さい、	
テナントとして入居している会社ならびに海外の会社を除いた関係会社（67社）の計68社。	
なお、GHG排出量については海外子会社（2社）を追加しています。
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お客さま先・バリューチェーンのCO2削減
Daigasグループは、事業活動による温室効果ガス排出量の削減だけでなく、お客さま先でのCO2

排出量の削減も重要と考えています。当社グループでは、天然ガスの普及とともに高効率機器の開
発や提案など、お客さま先でのCO2排出削減にお役立ちできるよう取り組んでいます。また、お取引
先や関係会社と協働で物流におけるCO2排出削減に努めています。

LNG輸送でのCO2排出削減の取り組み
船舶燃料には主に重油が使用されており、国際海事機関（IMO）は、2050年頃までにGHG排出量
ゼロを目標に設定しています。大阪ガスは、船舶燃料の低炭素化に向け、都市ガス事業者として初
めてShore to Ship方式※1による船舶向けLNG燃料の供給事業を2025年4月に開始しました。
当社は、2019年からTruck to Ship方式※2での船舶向けLNG燃料供給をすでに実施しており、今
回のShore to Ship方式による供給事業開始と合わせ、2つの方式でのLNG燃料供給が可能とな
りました。また、大阪湾・瀬戸内エリアにおいて、Ship to Ship方式※3による船舶向けLNG燃料供給
事業を、2026年度から開始予定です。これにより多様な方式でLNG燃料供給が可能となり、安定
かつ柔軟なLNG燃料供給に寄与します。将来的には、船舶燃料として供給するLNGをe-メタンへ置
き換えることで、船舶燃料の脱炭素化を目指します。

※1 岸壁・桟橋に係留中のLNG燃料船に対して、陸上LNGターミナルなどからLNGを供給する方式
※2 岸壁に係留中のLNG燃料船に対して、岸壁に駐車したLNGタンクローリーからLNGを供給する方式
※3 岸壁に係留中もしくは錨地に停泊中のLNG燃料船に対して、バンカリング船が接舷してLNGを供給する方式

お客さま先への高効率な分散型システム導入によるCO2排出削減への取り組み
大阪ガスでは、低炭素社会の実現に向け、省エネ・CO2削減に貢献する家庭用コージェネレーション
システムとして、都市ガスから取り出した水素と空気中の酸素の化学反応で発電する「エネファーム」
の販売・普及に努めています。「エネファーム」は、発電と同時に発生する熱を給湯等に有効利用する
高効率なエネルギーシステムです。
2020年4月に発売した「エネファームtype S」は、世界最高水準※1の発電効率55％※2を達成すると
ともに、本体の耐久性向上や大幅な小型化、ガスの供給停止時にも内蔵の電気ヒーターで熱した温
水を使用できる「ヒーター給湯機能」を業界初搭載したことなどが評価され、「第7回 ジャパン・レジリ
エンス・アワード（強靭化大賞）2021※3」などを受賞しています。加えて、さらなる利便性や安心をご
提供するIoT接続サービスでは、「エネファーム」の運転データから、タイムリーに故障予兆がないか
監視可能な、「EF故障予兆監視システム」を開発し、2024年度日本ガス協会技術大賞を受賞してい
ます。
また、環境性や経済性がさらに向上する余剰電力買取サービス「エネシェア」など、様々なサービスを
拡充し、多くのお客さまにご利用いただいています。

※1 定格出力1kW以下の家庭用燃料電池
（2020年1月末時点の大阪ガス調べ）。低位
発熱量基準 

※2 余剰電力買取をしている場合等、3時間以上
安定して定格発電を継続した際の発電効率。	
上記以外の場合、定格発電効率は54%（総合
効率87%）。低位発熱量基準 

※3 （一社）レジリエンスジャパン推進協議会が主
催し、次世代に向けたレジリエンス社会を構
築するために全国各地で展開されている“強
靱化（レジリエンス）”に関する先進的な活動を
発掘、評価し、表彰する制度。2021年度で7回
目の開催

■  「エネファーム」「エネファームtype S」の累計販売台数

141,687
158,679

178,771

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2023202220212020

（台）

219,954
200,507

2024（年度）

■ 累計販売台数

■ LNGバンカリングの方式
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■ D-Response
電力ひっ迫時に一般送配電事業者の判断でデマンドレスポンスを発動します。

将来のエネルギー消費削減への取り組み
Daigasグループは、電力広域的運営推進機関（OCCTO）が行う容量市場※において、アグリ
ゲーターとしてお客さまに電力負荷設備や自家発電設備（負荷設備等）をコントロールいただき、
電力需要を抑制することで、お客さまが報酬をお受け取りいただけるデマンドレスポンスサービス

「D-Response」を展開してきました。2024年度末現在、約243拠点で採用いただいています。

※�容量市場とは、電力量（kWh）ではなく、将来の供給力（kW）を取り引きする市場です

CO2の回収・利用・貯留（CCUS）に関する取り組み
大阪ガスは、CO2の回収・利用（CCU）や、CO2の回収・貯留（CCS）に関し、パートナーと共同で両社
の知見を生かした検討・連携を進めています。
2023年5月には、三井化学（株）と共同で、当社のe-メタンやCO2貯留の知見を踏まえ、三井化学

（株）大阪工場の製造プラントおよび用役設備から排出される排ガスからCO2を分離・回収し、国内
外で利活用（CCU）することや、地中貯留（CCS）することを目指し、概念設計および経済性試算を開
始しています。また、同年5月にShell Singapore Pte. Ltd（以下、シェル）と共同検討の契約を締結
し、当社のCO2排出の工場などに関する知見と、CO2液化輸送やCCSに関するシェルの世界的な
ネットワークや知見を組み合わせ、回収したCO2を集約・液化した後、アジア太平洋地域の貯留地ま
で船舶輸送し、地中に圧入・貯留することを想定したCCSバリューチェーンの事業性評価を実施して
います。
2024年3月からは、UBE三菱セメント（株）とともに、当社のe-メタンやCO2貯留の知見を踏まえ、
UBE三菱セメント（株）九州工場のセメント焼成用キルンから排出される熱エネルギー由来およびセ
メント原料由来のCO2を回収し、地中へ圧入・貯留するといったCCSに加え、e-メタンによる再利用と
いったCCUSのバリューチェーン設計および経済性の評価を実施しています。
さらに、三菱重工業（株）と大阪ガスのe-メタンやCO2貯留の知見、三菱重工業（株）のCO2回収、
CO2の液化輸送、CO2マネジメント（CO2NNEX®※）の知見を組み合わせ、CO2の回収方策および船
舶でのCO2輸送、地中への貯留といったCCSに加え、e-メタンによる再利用といったCCUSの事業
性評価を実施しています。
これらの取り組みにより、CO2バリューチェーン構築を目指すとともに、カーボンリサイクル燃料への
適用拡大も推進していきます。

※CO2NNEXは三菱重工業（株）の登録商標です
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（株）グリーンパワーフュエルについて
大阪ガスは、西信森林資源（株）、日本製紙木材（株）との3社合弁で、バイオマス発電所向けに国産
木質バイオマスの調達および販売を行う事業会社（株）グリーンパワーフュエルを2019年3月に設
立しました。

（株）グリーンパワーフュエルは、林業に関する豊富な知見を有する西信森林資源（株）と、多数の国
産木質バイオマス取り扱い実績を有する日本製紙木材（株）と連携することで、国内の林地未利用木
材等を発電用燃料として調達・搬送し、広畑バイオマス発電所や日向バイオマス発電所など、当社グ
ループが国内で保有している複数のバイオマス発電所等へ長期安定的に供給しています。
さらに、2021年12月に兵庫県宍粟市と、バイオマス燃料の地産地消化と国内林業の持続的成長を
目指して、燃料用途に特化した早生樹の利活用にかかわる協力協定を、2025年3月には兵庫県姫
路市と木質資源のエネルギー利用を通じた脱炭素化への取り組みに関する包括協定を締結しまし
た。いずれの協定も調達量のさらなる拡大と安定調達の観点から一般的な樹種よりも短い成長・伐
採サイクルが期待される「早生樹※1」に着目し、安定的なバイオマス燃料供給体制の構築、早生樹の
利活用による持続可能な国内林業の事業モデル構築に取り組むとともに、その成果を卒FIT後のバ
イオマス発電所の自立運営化※2にもつなげていきます。

※1 �一般的に植林されている樹種よりも早く成長する樹木の総称。代表的な樹種としてセンダン、コウヨウザン等
がある

※2 �再エネ電気の固定価格買取制度（FIT制度）による最大20年間の買取が終了した後は、市場価格で発電電力
を販売する必要があるため、（株）グリーンパワーフュエルでは燃料の国産化により輸送コストを大幅に低減す
ることで持続可能な燃料コストの実現を目指している

本システムでは、カーボンクレジット創出プロジェクトの計画書を生成AIで分析し、実際のクレジット
認証時に設けられている基準と、イニシアチブや格付会社が設定する基準との整合性を評価する
ことで、品質を評価します。精度については、格付会社などにより過去に評価された結果と比較し
た範囲では、高い精度を実現していることを確認しています。また、AIを駆使することで膨大なカー
ボンクレジット創出プロジェクトを網羅的に評価することができるため、プロジェクト間の品質の相
対評価も実現しており、特許も取得しています。
本システムのライセンス提供や、クレジット取引プラットフォームを形成したなかで活用するなど、
パートナーと連携しながらあらゆる可能性を追求します。
また、2025年3月には、本システムをWeb上で利用できるサービス「GreenChecker（グリーン・
チェッカー）」として提供を開始しました。生成AIを活用したカーボンクレジットの品質を評価する
サービスは、世界初となります。本Webサービスの先行提供を通じて、フィードバックを踏まえなが
らさらなる磨き込みを行い、2025年8月から一般提供を開始しました。

生成AIを活用してカーボンクレジットの品質を評価するシステムを構築
Daigasグループは、再生可能エネルギーの利用拡大や、エネルギー効率の向上、新技術の導入な
ど、多岐にわたる取り組みでカーボンニュートラル社会の実現に取り組んでおり、お客さまニーズに
合わせたカーボンクレジットの活用による、ステークホルダーの皆さまの脱炭素化実現への寄与も
重要な取り組みと考えています。
カーボンクレジットは、再性可能エネルギー利用や省エネの取り組みでは削減しきれない二酸化炭
素排出量をオフセット（相殺）する手段として、国内外で注目されています。大阪ガスは国内外のプ
ロジェクトへの投資を通じて、カーボンクレジットの取得と活用を推進しています。
2024年度に当社はカーボンクレジット市場の透明性・信頼性を大幅に向上させることを目的として、
生成AIを活用したカーボンクレジットの品質評価システムを開発しました。企業・投資家は、本システ
ムを活用することで、品質の高いクレジットを選定し、実効性のある排出削減を実現できます。また、
グリーンウォッシュのリスクを回避し、企業の環境パフォーマンスを向上させることができます。

■ 森林ファンドの仕組み図

住友林業グループ組成の森林ファンドの取り組み
大阪ガスは、2023年7月に当社を含む日本企業10社とともに住友林業グループ組成の森林ファンド

「Eastwood Climate Smart Forestry Fund I（以下、本ファンド）」へ共同出資を表明しました。
本ファンドの規模は約600億円で運用期間は15年の計画です。本ファンドは2027年までに北米を
中心に約13万haの森林の購入・管理を通じてCO2吸収を新たに生み出し、質の高いカーボンクレジット
の創出・還元でカーボンニュートラル社会の実現に貢献する計画です（2025年2月時点で約9万ha
の森林資産を取得）。また、生物多様性の維持や水資源の保全といった自然資本としての森林の
価値を高めていきます。本ファンドの仕組みを活用することで個々の企業では実現できない面積・
資金規模で森林を適切に管理し、グローバルな気候変動対策を実践します。

本ファンドで購入した森林の一例
（Eastwood Forests社提供）
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大阪ガス都市開発（株）が初の物流施設「MFLP・OGUD大阪酉島」を竣工
～「ZEB」認証取得など環境に配慮～
大阪ガス都市開発（株）は、三井不動産（株）との共同事業となる「MFLP・OGUD大阪酉島」（大阪市
此花区）を2024年2月に竣工しました。「MFLP・OGUD大阪酉島」は大阪ガス都市開発（株）初の物流
施設事業で、Daigasエナジー（株）とのコーポレートPPA事業※1にて、屋上に約65万kWhを発電する
太陽光パネルを設置しています。また、共用部と専有部の屋内照明のLED化や、顧客ニーズに応じて
RE100対応のグリーン電力等、カーボンニュートラル化支援メニューを提供します。
このような環境配慮の取り組みにより、「CASBEE大阪みらい（大阪市建築物総合環境評価制度）」
Aランクおよび最高ランクの「ZEB」認証を取得しました。
また、「DBJ Green Building 認証」※2も取得しました。

※1 コーポレートPPA事業
電力の需要家である企業が、発電事業者との間で長期にわたって結ぶ再生可能エネルギー電力の購入契
約のこと

※2 DBJ Green Building認証
DBJ Green Building認証は、環境・社会への配慮がなされた不動産に関する認証制度です。
不動産のサステナビリティについて、建物の環境性能、周辺環境・コミュニティへの配慮などの5つの視点か
ら総合的な評価に基づき★～★★★★★の5段階で認証されます

大阪ガス都市開発（株）の賃貸マンションシリーズ「アーバネックス」にて
「ZEH-M Oriented認証」を取得
大阪ガス都市開発（株）は、都市型賃貸マンションシリーズ「アーバネックス」を展開しており	
当シリーズの 「アーバネックス本町Ⅱ」「アーバネックス天満橋South」「アーバネックス塚口」の3物
件において「ZEH-M Oriented認証」※1を取得しました。
また、手がける物件において「ZEH-M Oriented認証」の取得だけでなく、「スタイルプラン
E-ZERO」※2による再生可能エネルギー導入や、「CASBEE-不動産」※3、「DBJ Green Building認
証」といった、環境認証の取得などに取り組んでいます。

■ ZEH-M Oriented認証取得および再生可能エネルギー導入物件

物件名称 アーバネックス本町Ⅱ アーバネックス天満橋South アーバネックス塚口

外観写真

物件概要 竣　工／2024年
総戸数／76戸

竣　工／2025年
総戸数／42戸

竣　工／2025年
総戸数／40戸

※1 ZEH-M Oriented認証
ZEHとは「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」の略で、「ZEH-M Oriented」認証は、集合住宅版のZEH-M（ゼッチ・
マンション）において、断熱性能を向上させるとともに効率的な設備等の導入により、室内環境を維持しつつ
大幅な省エネを実現することで、年間の一次エネルギー消費量を20％以上削減することで認定されます

※2 スタイルプランE-ZERO
大阪ガスが提供するCO2排出量ゼロ、再生可能エネルギー100%の電気メニュー

※3 CASBEE-不動産
CASBEEは、建築物の環境性能を評価し格付けするもので、省エネや省資源、リサイクル性能など環境負荷低
減の側面に加え、室内の快適性や景観への配慮なども含めた建築物の環境性能を総合的に評価するシステ
ムです。「CASBEE-不動産」はCASBEEにおける建物の環境評価の結果を不動産評価に活用することを目的
として開発されたものであり、竣工後1年以上経過した既存建築物を対象に、「エネルギー/温暖化ガス」「水」

「資源利用/安全」「生物多様性/敷地」「屋内環境」の5分類の評価項目で点数化され、「Sランク★★★★★」
「Aランク★★★★」「B＋ランク★★★」「Bランク★★」の4段階で評価されます

大阪ガス都市開発（株）は分譲マンションに「ZEH-M Oriented」を標準採用
大阪ガス都市開発（株）は、2022年4月にZEHデベロッパー認定を取得し、以降、新築分譲マンション
ブランド「シーンズ」において、ZEH-M Orientedを標準採用しています。「シーンズ」ではこれまでも
建築環境総合性能評価システム「CASBEE」Aランクや、低炭素建築物（二酸化炭素の排出の抑制に
資する建築物）認定の取得にも力を入れてきました。また、家庭用燃料電池「エネファーム」をはじめ、

「Low-E複層ガラス」「保温浴槽」「節水トイレ」「LED照明」などの省エネ機器の積極的な採用にも取り組
んでいます。2024年度までのZEH-Mを標準採用した新築マンション物件数は7件（Ready3件、
Oriented4件）です。
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気候変動防止への支持表明と参画

「経団連 カーボンニュートラル行動計画（旧称：低炭素社会実行計画）」への参加
（一社）日本経済団体連合会は、地球温暖化は長期的かつ地球規模の課題との認識のもと、「2050
年における世界の温室効果ガスの排出量の半減目標の達成に日本の産業界が技術力で中核的役
割を果たすこと」を共通のビジョンとして掲げ、「低炭素社会実行計画」を2013年に策定しました

（2017年改定）。本計画では、これに参加する産業界の業種ごとに、国内においては、最先端の技術
（BAT：Best Available Technologies）の最大限導入などを通じ、事業活動や国民生活などから
排出されるCO2を最大限削減し、また、海外においては、温暖化防止に向けた意欲ある取り組みを
積極的に支援し、同時に、2050年半減のためのブレークスルーとなる革新的技術を戦略的に開発
するための目標や活動内容を定めています。
本計画に参加する産業界の業種のうち、（一社）日本ガス協会、電気事業低炭素社会協議会は、そ
れぞれ都市ガス事業、電気事業における低炭素社会実行計画を策定しており、大阪ガスはそれぞれ
の会員として両業種の計画に参加し、CO2排出量削減の進捗や省エネ施策など年度調査に協力す
るとともに、地球温暖化（気候変動）に対応する取り組みを進めています。
2021年6月に、この計画は「カーボンニュートラル行動計画」へと改められました。2050年カーボン
ニュートラルに向けた計画として、計画の策定や取り組みを進めていきます。

神戸市とともに環境省「脱炭素先行地域」に選定
大阪ガスは国が推進する地域脱炭素政策に賛同し、自治体をはじめとする地域のステークホルダー
とともに地域特性に合わせた脱炭素の取り組みを進めています。
2024年に神戸市と当社を含む6社とともに、環境省「第5回脱炭素先行地域※」に「震災から30年、
復興プロジェクト『神戸医療産業都市』を脱炭素で『いのちを守るまち』へ進化」の計画で応募し、選
定されました。この事業の推進にあたり、当社は神戸市と相互に連携・協力するための連携協定を締
結しました。
当社は、再エネ・省エネ設備の導入支援、再エネの供給など、多様なソリューションの提供を通じ、地
域脱炭素のまちづくりを推進していきます。

※「脱炭素先行地域」は、2030年までに、家庭や業務などで発生する電力消費（民生部門）に伴うCO2排出の実質
ゼロを実現し、その他の温室効果ガスの削減についても地域特性に応じて実現する地域です

温室効果ガス排出削減貢献量に関するガイドライン作成に参加
大阪ガスは、（一社）日本LCA学会 環境負荷削減貢献量評価手法研究会が2024年12月に公表した

「組織の温室効果ガス排出削減貢献量の算定と開示に関するガイドライン」作成に、環境負荷削減
貢献量評価手法研究会メンバーとして携わりました。当ガイドラインは組織の削減貢献量を算定す
ることで、組織としての社会への貢献の規模を把握することができ、将来の脱炭素化に向けた組織と
してのマネジメントや意思決定への活用や、開示による社会とのコミュニケーションへの利用を目的
に作成されたものです。また、（一社）日本ガス協会が2024年3月に発行した「都市ガス業界の温室
効果ガス削減貢献量算定ガイドライン」作成にも携わり、都市ガス事業者が、国内外における自らの
事業・サービス等による削減貢献量を定量化し、ステークホルダーに対して適切な情報発信を行うと
ともに、経営指標等で活用することへの働きかけに寄与しました。

「GX率先実行宣言」への賛同
大阪ガスは2024年12月に、企業がGX製品※1の調達や取り組みについて意思表明する「GX率先
実行宣言」※2を行いました。
社会全体のGX加速化に向けて、GX製品の早期社会実装が極めて重要であることから、当社は自
らのScope 1、2の削減取り組みに加え、これらの製品・サービスが有するGX価値の評価を通じて
GX製品の社会実装に積極的に貢献することで、サプライチェーン全体でのGX推進に取り組んで
いきます。

※1 製造過程での排出削減効果が大きい製品や、他者の排出削減に貢献する製品
※2 �カーボンニュートラルへの移行に向けた挑戦を果敢に行い、国際ビジネスで勝てる企業群がGXを牽引する

枠組み「GXリーグ」で検討され、2024年12月に新設

神戸市との連携協定締結式
左から 当社常務執行役員 植田信一、神戸市副市長 今西正男氏
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